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１．はじめに：緑地は、都市内における市民の遊びや憩いの空間として重要であるだけでなく、自然地もし

くは低密度な利用空間として、都市環境を維持・保全する役割も担っている。緑地の現状については、都道

府県広域緑地計画や緑の基本計画などの策定において調査・把握することが必要とされており、あらかじめ

広い範囲から調査した上で、地域間で現状を比較できることが望まれる。著者らは、これまでに局所域内の

面積占有率と散在度を表すエントロピーとを併用し、緑地の分布を広域的に分析する手法を開発してきた 1)。 
その一方で、緑地は市街地など他の土地利用の変化に影響を受けやすく、緑地そのものの整備方針との関

連もあり、さまざまな変遷を遂げてきていると想定される。特に、1994 年の都市緑地保全法の改正により、

都道府県レベルでの施策が市町村レベルに変更された。このような種々の影響を受けてきた緑地がどのよう

な変化を経てきたかを明らかにできれば、今後の緑地整備における貴重な情報となるはずである。そこで本

研究では、これまで著者らが開発してきた緑地分布の広域類型化手法に経年データを適用し、経年変化分析

への適用可能性を検証した。 
２．適用手法と対象データ 

（１）対象領域・対象データ：対象領域として大阪府の全領域を設定し、国土地理院から発行されている 1974

年から 1996 年までの 5 年間隔・5 時期の細密数値情報・10m メッシュ土地利用を対象データとして採用した。 

（２）緑地分布の広域類型化手法 1)：これまでに開発してきた緑地分布の広域類型化手法では、典型的な緑

地分布状態を表す 15 タイプの標準データ群について、緑地の散在状態と面積の大きさをそれぞれエントロピ

ーと面積占有率で定量化し、これらを 2 軸に持つ散布図を作成している。具体的には、都市公園法施行令を

参考として街区公園レベル、近隣公園レベル、地区公園レベルの緑地を取り上げるとともに、近年の条例な

どでその推進が見られるポケットパークなどの小規模な緑地を加えた 4 種の緑地を想定し、それらの組み合

わせから 15 タイプの標準データ群を作成している。次に作成した散布図上にウィンドウ処理によって算出さ

れた対象領域のエントロピーと面積占有率の結果をプロットする。各地域の類型化は、散布図上での標準デ

ータとの距離を比較し、最短のタイプを求めることによって自動的に実施される。なお、本研究では、4 種

の緑地の組み合わせから成る緑地分布タイプをその頭文字で「小」や「小・街」などと表現する。 
３．経年変化分析の試み 

（１）経年データの適用：緑地分布の広域類型化手法に各時期のデータを個別に適用すると、5 時期分の出

力結果が得られる。これらの結果より、対象領域内の緑地がどのような緑地分布タイプの割合で推移してい

るのかといった全容が把握できる。類型化結果全体での緑地分布タイプの割合を図-1 に示す。図-1 より、標

準データ群で定義された緑地分布タイプの内、一種類の緑地で構成されている緑地分布タイプの割合が減少

傾向にあり、小規模緑地(約 0.1ha)を含んだタイプが増加傾向にあることが確認できる。近年になって小規模

緑地の整備が推進されていることと同様な傾向が得られている。 

（２）市町村単位での適用 

ａ）適用概念：緑の基本計画などの施策は市町村が策定する。したがって、市町村単位で緑地分布状態を把

握することが重要となる。その一方で、開発手法から得られた結果をそのまま利用するとなると、複数の市

町村間で 5 時期分の 15 タイプの類型化結果を比較することになり、作業が煩雑となる。そこで、本研究では 
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クラスター分析を適用し、類型化された緑地分布タイ

プの割合とその変化の特徴とが似通った市町村を自動

的にグループ化することとした。 

ｂ）分析結果：クラスター分析の結果を図-2 に示す。

図-2に示した赤線で市町村を①～③の 3つのグループ

に分けると、それぞれで次の特徴が確認できた。 

①街区公園レベル（0.25ha）の緑地のみで構成されて

いるタイプの割合が 1974 年から 1996 年にかけて高

く維持されている。 

②多種類の緑地分布タイプが 5 時期にわたって存在している。 

③小規模緑地を含む緑地分布タイプの割合がいずれの時期においても低くなっている。 

図-1 の類型化結果全体での変遷では小規模緑地を含む緑地分布タイプが増加傾向にあったが、市町村単位

の分析によって小規模緑地を含む緑地分布タイプと関わりの低い変遷の市町村を抽出することができた。 

（３）変化特徴の抽出 

ａ）適用概念：類型化結果とクラスター分析結果より、緑地分布状態の変遷を対象領域全体と市町村単位の

両面から把握できた。一方で、開発した類型化手法による出力結果は地図上に展開できる特徴をもっている。

そこで、緑地分布状態の変遷の特徴を地図上で把握することを目的として、類型化する際に算出したエント

ロピーと面積占有率の変化に着目した。面積占有率とエントロピーを 2 軸にとった散布図上において、隣り

合う 2 時期間の距離と、その直線が横軸と成す角度とをそれぞれ算出し、変化ベクトルとして扱う。ベクト

ルの状態を視覚的に表現するため図-3（a）のように距離と角度にそれぞれ輝度と色相を割り当て、画像とし

てとりまとめた。この画像から地域ごとの緑地の変遷がその総面積と散在する状態の両面から表現されるこ

とになり、特徴的な変化箇所の抽出が支援される。 

ｂ）分析結果：変化ベクトルの一例として、寝屋川市付近の 1991 年から 1996 年の変遷について拡大した図

を図-3（b）に示す。この図から寝屋川市の南部は全体的に赤みがかっており、緑地が散在しながら増加した

ことを示している。類型化結果や土地利用図を通じて確認したところ、この南部地域では 1991 年から 1996

年にかけて多数の小規模緑地が整備されていることが明らかになった。 

４．まとめ：対象地域の全容把握を通じて、類型化手法を経年データに適用する上での問題点を整理し、市

町村単位での比較にクラスター分析を導入する方法を提案した。さらに、類型化結果が地図上に展開できる

特徴を活かし、経年変化の特徴箇所を地域間で比較できる方法を検討した。以上の検討を通じて、対象領域

では全体として小規模緑地が増加する傾向にあることを把握するとともに、市町村や地域ごとに整備状況が

大きく異なっていることが示唆された。 

【参考文献】1)熊谷樹一郎、石澤秀和、川勝雄介：緑地の分布に関する広域的な分析方法の開発、環境情報

科学論文集、(社)環境情報科学センター、No.17、pp.35-40、2003. 

図-2 1974 年～1996 年の樹形図 
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図-1 類型化した緑地分布タイプの割合 

（b）寝屋川市 

図-3 1991 年～1996 年の変化ベクトル画像 
（a）変化ベクトル適用概念図 
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